
No. 726/January 2021 35

　目　次

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　失業給付が失業者の求職行動に与える短期的影響

──求職期間中について

Ⅲ　雇用保険の存在が労働市場全体に与える影響

Ⅳ　失業給付が失業者の求職行動に与える長期的影響

──再就職後について

Ⅴ　失業給付が就職やその後の就業状況に影響を与え

る背景

Ⅵ　失業給付がより広義の厚生に与える影響──失業

者のメンタルヘルス

Ⅶ　失業給付の在り方を考える上で不可欠な「行政デー

タ」と「求職者実験」の利用

Ⅷ　おわりに

特集●新たな労働市場における労働保険の役割

失業給付の効果分析

本稿では，失業給付が求職者の就業に与える影響について，先行研究をサーベイする。議
論を整理するにあたり次の 3 点に着目する。第一に，失業給付の存在が失業期間中の求職
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具体的には，失業状態が長くなったことで再就職後のジョブマッチングにどう影響するか
について先行研究の議論を整理する。第三に，そのような短期的，長期的な影響がなぜも
たらされるのか，すなわち，これらの影響の背景に求職者のどのような特徴があるのかに
ついてまとめる。そして最後に，日本の失業給付制度の設計を考えるために今後何を明ら
かにしなければならないか，そのためにどのような統計的根拠が必要かについて述べる。
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Ⅰ　は じ め に　

雇用保険法　第一条（目的）
雇用保険は，労働者が失業した場合及び労働者

について雇用の継続が困難となる事由が生じた場
合に必要な給付を行うほか，労働者が自ら職業に
関する教育訓練を受けた場合及び労働者が子を養
育するための休業をした場合に必要な給付を行う
ことにより，労働者の生活及び雇用の安定を図る
とともに，求職活動を容易にする等その就職を促
進し，あわせて，労働者の職業の安定に資するた
め，失業の予防，雇用状態の是正及び雇用機会の
増大，労働者の能力の開発及び向上その他労働者
の福祉の増進を図ることを目的とする。
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雇用保険制度は，失職した被保険者に対して手
当を支給することで，失職中の生活を支える重要
な社会保障制度である。同時に，生活を支えるこ
とで求職活動を促す，すなわち求職者の就業を後
押しする制度でもある。制度設計を考える際の難
しさは，後者の就職押上げ機能が必ずしも狙い通
りの効果をもたらさない点にある。給付があるこ
とで求職意欲を削ぐ可能性があるからだ。失業給
付は，雇用保険法が目指す就業促進策となってい
るのだろうか。

本稿では，大きく次の 3 つの視点から失業給付
が労働供給に与える影響を議論する。第一に，失
業給付の存在が受給者の求職活動に与える影響に
注目する。すなわち，求職期間中の行動に与える
短期的な影響は何かを考察する。第二に，失業給
付の存在が受給者の再就職後の就労に与える影響
に注目する。すなわち，失業状態から抜け出した
後のジョブマッチングに与える長期的な影響は何
かを考える。第三に，そのような短期的，長期的
な影響がなぜもたらされるのかに注目する。すな
わち，失業給付が受給者の労働供給行動に与える
影響の背景に何があるのかを明らかにする。本稿
では，これら 3 点について，主に近年報告されて
いる先行研究の結果をサーベイすることで考察す
る。そして，最後に，失業給付制度の設計を考え
るためには今後何を明らかにしなければならない
か，そのためにどのような統計的根拠が必要かに
ついて述べたい。

本題に入る前に言葉の確認をしておこう。海外
諸国で用いられることの多い「失業保険」は日本
では「雇用保険」と呼ばれる。本稿では，雇用保
険のうち，被保険者（受給資格者）が失業認定を
受けた場合に受ける所定給付は失業給付と呼ば
れる。続くⅡでは，失業給付が受給者の就業率
を抑制する可能性について先行研究の成果をま
とめる。Ⅲでは，この短期的影響が労働市場全体
にもたらす帰結をどう考えればよいかについて述
べる。Ⅳでは，長期的影響として再就職後のジョ
ブマッチングを悪化させる可能性について考察す
る。Ⅴでは，Ⅳまででみた短期的・長期的影響が
なぜ存在するのかについて，求職行動に言及した
研究成果をまとめる。Ⅵでは広義の厚生として，

失業者のメンタルヘルスの問題について近年の研
究成果を紹介する。最後にⅦで，失業給付の制度
設計を考える上で必要とされている統計的証拠に
ついて述べる。Ⅷで全体をまとめる。 

Ⅱ　失業給付が失業者の求職行動に与え
る短期的影響──求職期間中について 

失業給付が失業者の求職行動にどのような影響
を与えるかについては古くから議論が行われてき
た。ジョブマッチングに関しては，理論研究だけ
でなく実証分析も数多く行われている。分析テー
マは様々であるが，ここでは，失業給付に関する
実証分析で最も取り上げられることの多い点「失
業給付が受給者の就業意欲を減退させ，失業期間
を長期化させてしまうか」に絞り近年の研究成果
を整理したい。

給付による就業抑制効果に関する実証分析の結
果は枚挙にいとまがない。初期の研究は見解に相
違も得られていたが，近年の分析結果は一貫して
おり，失業給付の存在，あるいは給付水準の上
昇や給付期間の延長といった給付の手厚さの増幅
は，受給者の失業期間を長期化させてしまうこと
が示されている 1）。

先行研究でとくに注目されてきたのが，失業給
付期間が切れる直前の駆け込み就職の存在であ
る。給付終了以外の他の状況は一定であるとし
て，給付が切れる直前（もしくは切れた直後）に
求職者の行動が変わるのであれば，給付の存在こ
そが行動を変えたと言える。そして，給付が切れ
る直前（切れた直後）に就職が可能なのであれば，
それよりも前に求職の努力水準を上げてさえいれ
ば就職が可能だったはずという意味で，就職意欲
が阻害されたと解釈される 2）。

給付終了時の行動変化に着目すれば，計量分析
上の問題も部分的に解決される。失業状態に停滞
しているかどうか（或いは就職したかどうかや，求
職意欲を上げたかどうか）を失業給付の受給状況
に回帰すると，受給状況の内生性が問題となる。
受給しやすい人が失業しやすい，逆に，受給資
格を持つ人が就業しやすいといった関係がある場
合，本当に受給が原因となって就業に至ったのか
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を識別できない。給付終了直前の行動をそれ以前
の行動と比較すれば，受給のしやすさといった特
徴は取り除かれる。 

表 1 は近年の実証分析の結果を整理したもので
ある。この表には，後の節で使う視点もまとめら
れているが，ここでは，給付の手厚さによる就業
確率への影響（左から第 3 列目に記載）に注目し
よう。表に挙げた多くの研究が内生性の問題に対
処している。また，ジョブマッチングの実証分
析で通常考慮される点には対処がなされている。
たとえば，ジョブマッチングの理論においては，
マッチングを高める労働供給側の要因として，求
職者の求職努力の水準や留保賃金が重要となる
が，これらをデータとして捉えることは難しい。
失業期間中の求職者を追跡し，彼らの努力水準や
留保賃金の変化を尋ねて記録していくことは現実
的ではないからだ。そこで，失業状態から抜け出
したかどうか，すなわち退出確率を分析して，失
業者の求職意欲が減退したかどうかが推測され
る。さらに，ジョブマッチングの実証分析におい
ては，労働需要の要因をコントロールすることも
重要になる。これらは，通常，地域別や性別とい
った対象求職者の属性に応じた失業率を説明変数
に取り入れることで対処される。

表 1 にまとめた研究成果から，給付の手厚さは
就業に負の影響を与えると言える。すなわち，失
業給付の存在が受給者の失業期間を，彼らの潜在
的な失業期間，言い換えれば失業給付が与えられ
なかった場合の彼らの失業期間よりも長くして
しまう。この結果は国や地域にかかわらず報告
されている。表には近年の研究結果を掲載した
が，より遡った研究についても同様の傾向が確認
されている（実証分析の結果の整理については小原

（2004），Kohara, Sasaki and Machikita（2013）のま
とめも参照されたい）。

ところで，近年の研究で注目されるのは，失業
給付による失業の長期化だけではない。それ以上
に，研究成果が示す新たな疑問が注目されてい
る。第一に，給付が短期的な就業率を阻害すると
しても，求職者個人の生涯厚生を考えればより長
期的な影響が重要である。失業給付が失業期間を
長期化させたとしてもそれが悪いわけではない。

失業給付を与えることで再就職先をじっくり探し
て良いジョブマッチングを促進するのが政策の狙
いであれば，失業の長期化自体は非難されること
ではない。むしろ，再就職後の賃金やその伸びが
大きく低下したり，再就職後の定着率が希望より
も下がってしまうことの方が問題だろう。このよ
うな長期的な影響についても考える必要がある。

第二に，失業給付が失業者の就業率を抑制して
しまうとして，それが何によるものかは必ずしも
明らかになっていない。言い換えれば，失業期間
中に，失業者がどのように求職意欲（職探しの努
力水準，留保賃金）を変化させているのかが完全
に解明されているわけではない。しばしば使われ
る失業給付によるモラルハザードという言葉は，
厳密には，失業給付の存在で失業期間が長期化す
ることを指すわけではない。それは結果にすぎ
ず，モラルハザードという言葉は，失業給付があ
ることで失業者が職探しの強度を低下させてしま
うこと，つまり，最適な就業時期から乖離した時
期までむやみやたらと失業期間に留まってしまう
ことを指すだろう。失業者は失業期間中に本当に
求職の努力水準，そして留保賃金を変えているの
だろうか。失業期間中の就職インセンティブに関
する実態の把握は，給付期間や給付水準など失業
給付制度の設計にかかわる重要な点である。

第三に，雇用保険の存在が求職に対して負の影
響を持つとして，その影響の大きさは求職者のタ
イプによって大きく異なる可能性がある。効果の
異質性の存在である。効果検証においては異質性
を考慮できているかが注目される。もし異質性が
経済厚生にかかわる重要なグループ別に存在して
いるならば，効果の異質性の検証は政策的にも重
要となる。たとえば，就職困難者について給付に
よる負の影響が小さいならば，彼らへの給付は就
職阻害効果よりも社会保障を考えて制度設計すれ
ばよいだろう。そのような場合には，就職阻害効
果よりも，就職困難者かどうかを正確にそして効
率的に識別できるかといった，次の問題を考えれ
ばよい。 

これら三点は雇用保険制度の在り方を考える上
でも重要となる。以下では，各点について順に詳
しく議論を整理していきたい。なお，本稿では主
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表１　失業給付（UB）が求職者の求職インセンティブ，就業率，再就職後のジョブマッチングに与える影響

先行研究 対象国，データ，分析デザイン
受給者への短期的
影響

受給者への
長期的影響

その他（景気の影響，マ
クロ効果の存在，異質性
の存在）

Lalive（2007） オーストリア，行政データ，50 歳以上の失業者に UB
期間を延長した効果を年齢による RDD で分析。

UB 期間が長いと
受給者の失業は長
期化，フルタイム
就業率は低下。

再雇用所得
は高まらな
い。

Nekoei 
and Weber

（2017）

オーストリア，主に Austrian Social Security Database
（ASSD）と失業者の登録データ。40 歳で給付期間が変
わることを使った RDD 分析。

UB 期間が長くな
ると非就業確率は
上昇。

再雇用所得
は僅かに上
昇。

再就職後に与える正の影
響は頑健ではない可能
性。長期失業者では正の
効果は見られない。

Lalive et 
al.（2015）

オーストリア， ASSD， 1988-97 年の UB 延長前後につ
いて，改正地域と受給資格の識別を用いた DID 分析。

UB 期 間 延 長 後，
受給資格者の再就
職率は低下。

改正地域の受給無資格者
の再就職率は上昇。

Schmieder 
et al.（2016）

ドイツ，社会保障業務の登録データ ,　1975-2008 年，
40 代の失業者について年齢による給付期間の差を使っ
た RDD 分析。

UB 期間が長いほ
ど非就業状態は長
期化。

再雇用所得
も再就職先
の定着率も
低下。

影響は不況期に大きい。
フロントローディング設
計（前半に傾斜給付）を
支持。

Lindner 
and Reizer

（2020）

ハンガリー，国の雇用サービス登録失業者の 50％無作
為抽出。2005 年にフロントローディング型の給付設計
に変わった影響を失業開始時点を使った RDD で分析。

フロントローディ
ング型の給付によ
り失業期間は短期
化。

再雇用所得
も上昇。

Bolhaar et 
al.（2019）

オランダ，主に社会保険の業務データ，アムステルダの
福祉局の登録データを利用。条件を満たす求職者から無
作為に抽出し失業手当を受け取る前に「求職期間」（手
当受給開始の延期）を設定。この効果を計測。

求職期間を設定さ
れた求職者のフル
タイム雇用確率は
上昇。失業補助の
受給確率は減少。

「雇用される力」の弱い
者では効果は小さい可能
性。

Kroft and 
Notowidigdo

（2016）

米国，主に Survey of Income & Program Participation, 
1985-2000 Panel Study of Income Dynamics, 1968-97。
州と年の差を取り除いた Proportional Hazard モデルの
推定。

UB 水準が高いと
消費の落ち込みは
抑制，失業期間は
長期化。

州全体の失業率が高い時
には影響は小さい。

Card et 
al.（2015）

米国ミズーリ州，失業給付申請データ。失業給付額は失
業前の賃金水準に依存するため 2008 年の不況前後で平
均給付額が大きく変化したことを利用して分析。

失業給付水準が高
いことで受給期間

（よって失業期間）
は長期化。

影響は不況時に大きい。

Johnston 
and Mas

（2018）

米国ミズーリ州，主に失業給付と賃金に関する州の行政
データを利用，2011 にミズーリ州で行われた大幅な UB
期間の短縮化の影響を，政策前後を使った RDD と，政
策の影響を受けなかった地域も加えた DID で分析。

UB 期間の短縮で
受給者の非就業期
間は短期化。

受給者の再
就職後の賃
金には影響
なし。

州全体の失業率などマク
ロ変数に与える影響は無
い。

Farber et al. 
（2015）

米国，Current Population Survey, 2008-14 年，州毎の
UB 期間の差が，失業状態から就業状態への遷移率と，
非労働力状態への遷移率の両方に与える影響を推定。

UB 期間が延長さ
れても就業率は変
わらない。 

影響は不況期も回復期も
同じ。
UB が切れた後に非労働
力化する者が多い。

Chodorow-
Reich et 
al.（2019）

米国，主に LAUS（The Local Area Unemployment 
Statistics）， The Current Employment Statistics を利
用。給付の手厚さが景気で説明される部分と残りの部分

（測定誤差による部分）に分けられる事を使って制度の
内生性に対処。

州全体の失業率には影響
なし。2009 年不況期で
も影響は見られない。

Dieterle et 
al.（2020）

米国，主に LAUS, Job Openings and Labor Turnover 
Survey の行政データ。隣接する地域ペアを捉えた固定
効果モデルや，近隣地域までの距離を用いた RDD で分
析。

UB 期間が長いこ
とでその地域の求
職者の再就職率は
抑制される。

給付が手厚い地域へ労働
移動。よって市場全体の
失業率への影響は小さ
い。
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に，雇用保険の受給者の求職行動に注目するが，
労働市場全体には，失業給付を受給していない失
業者も多い。先行研究では，給付が労働市場全体
にどのような影響を与えるかについても議論され
てきた。そこで，次節では一度，受給者の求職行
動に与える影響についてではなく，労働市場全体
に与える影響について研究成果を整理しておく。
そして，どのような場合に労働市場全体に与える
影響も考えるべきかをまとめる。受給者の求職行
動についてはその後の節で詳しく見ていきたい。 

Ⅲ　雇用保険の存在が労働市場全体に与
える影響

Ⅱでは，失業給付水準の高まりや給付期間の延
長が，受給者の就業率を抑制し失業期間を長期化
させてしまう可能性を述べた。しかしながら，こ
の可能性があるからといって失業給付の存在がマ
クロ経済全体の失業率を上昇させるとは限らな
い。そもそもミクロ的な影響──受給者の失業期
間に与える影響──の分析は，マクロ的な影響
──経済全体の失業率に与える影響──について
言及しているわけではない。

表１の最右列に失業給付が経済全体の失業率に
与える影響について記載した。結果は一致してい
ないが，いくつかの研究が，失業給付の手厚さは
労働市場全体の失業率を上昇させない，或いは失
業率には影響しない可能性を指摘している。これ
には幾つかの背景が考えられる。たとえば，失業
給付を放棄する機会費用が低い時期や地域の場合
や，事務的な煩雑さや社会的規範により失業給付
を受け取る機会費用が高い場合には受給確率が低
くなるし，受け取ったとしてもその純便益は小さ
い。よって給付が求職行動に与える影響は小さい
と考えられる。また，雇用と賃金の交渉が就業
の機会費用に依存しない場合には，非就業時の
収入水準を左右する失業給付が手厚くなること
は，雇用すなわち市場全体の失業率に影響しない
だろう。さらに，地域ごとに異なる失業給付が行
われているような場合には，給付の手厚い地域に
労働供給の移動が起こることで経済全体の失業率
への影響が見えにくくなる可能性もある（たとえ

ば，2005-2011 年のアメリカの地理データを利用した
Dieterle, Bartalotti and Brummet（2020）などがこ
れを指摘している）。 

別の可能性として，手厚い失業給付により受給
者の就業が抑制されると，その分非受給者の就業
機会が増えるという点がある。このとき失業給付
はお互いの就業率を相殺し合うので，マクロ経
済全体の失業率は上昇しないことになる。ある
いは上昇するとしてもその影響が小さい可能性
もある。受給者の就職機会の抑制が非受給者の
就職機会の増加につながる可能性があるからだ。
Lalive, Landais and Zweimüller（2015）はオース
トリアの行政データを用いて，1989-97 年の失業
給付期間の延長が受給者の失業期間を長期化さ
せた際に，非受給者の失業および非就業期間を
短縮させたことを示している。Chodorow-Reich, 
Coglianese and Karabarbounis（2019）は，アメ
リカの州別パネルデータを用いて，2009-13 年の
大不況時に行われた失業給付の大幅な延長によっ
ても経済全体の失業率は高まらなかったことを示
している。

ある政策がとられた時に，政策の非対象者にも
政策の効果が及ぶ可能性の重要性は，政策効果の
検証において重要な論点である。失業給付によ
る影響の検証ではないが，Gautier et al.（2018）
は，デンマークの就業促進プログラムが，プログ
ラム参加者の就業率を上げる一方で非就業者の就
業率を下げてしまうことを示している。Crépon 
et al.（2013）もフランスの若年向け就業促進プロ
グラムについて同様の結果を示している 3）。

政策の影響が非対象者にも伝播する可能性の検
証は，政策全体の評価をする時には欠かせない。
しかしながら，失業給付制度の影響を考える場合
には注意が必要である。第一に，失業給付につい
ては受給者と非受給者では属性が大きく異なる。
両者で仕事が代替されているかどうかは定かでは
ない。経済環境や時代によっても異なるので，事
実の確認が必要だろう。第二に，一般的な就業促
進プログラムで問題視される政策とは違って，失
業給付は雇用保険の支払いの結果でもある。すな
わち，働いていた間に支払われた保険料に基づい
て支払われる失職への補償の側面がある。非受給
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者に影響が伝播する可能性は重要であるし，結果
としてマクロ経済全体で失業率にどのような影響
を与えるかを見ることは重要であるが，まずは権
利として与えられた受給が求職者にどのような影
響を与えるかを明らかにすることが必要だろう。
とくに，当然の補償として被保険者に与えられた
はずの給付が，結果的に受給者の就業を難しくす
るといった形で，本人にとって最適ではない帰結
となり得るのかを見ることがまず大切である。

第三に，給付があるときに非受給者の就業確率
が高くなるという結果は欧州を中心に議論されて
いるが，それらの国では失業給付は失業者への社
会保障と一体となっている。給付期間も数年をま
たぐ長期間である国が多い。だからこそ，長期に
及ぶ給付期間中に受給者が非就業を選ぶことで，
保障されない非受給求職者が就業出来る可能性に
注目が集まるのだろう。同じ失業給付でも日本と
は状況が異なることには注意が必要である。以下
では，雇用保険としての失業給付がそれを受給す
る求職者の行動に与える影響に焦点を当てて先行
研究を整理してゆく。

Ⅳ　失業給付が失業者の求職行動に与え
る長期的影響──再就職後について 

Ⅱでは，失業給付の手厚さが短期的な就業率の
低下につながる影響を見てきた。しかしながら，
多くの研究で指摘されているのはより長期的な影
響──再就職後の雇用状況に与える影響──の検
証の必要性である。たとえば，再就職後の賃金や
定着率といった長期的なジョブマッチングは，失
業期間中に受けた失業給付の手厚さの影響を受け
るのだろうか。

表１にはこの長期的影響についても結果をまと
めている（右から第 2 列目）。Lalive（2007）は，
オーストリアで 1989-91 年失業者に関する行政
データを用いて，給付期間の延長による失業期間
の長期化は見られるものの，それにより再雇用時
の所得が下がるといった負の影響は見られない
としている。Johnston and Mas（2018）は米国ミ
ズーリ州のデータを用いて，給付期間の短縮化に
より非就業期間が減る効果を確認しているが，再

就職までの期間が減ったとしても，特に失業初期
に再就職した場合には，再雇用所得を下げる効果
はないとしている。

さらに「良い効果」を報告する研究もある。
Nekoei and Weber（2017）は，オーストリアに
おける年齢による給付期間の差を用いて，失業給
付期間が長いほど非就業期間は長くなるが，そ
の結果，再雇用所得も高くなることを示してい
る。Lindner and Reizer（2020）は，ハンガリー
で 2005 年に行われた失業給付改革に注目して，
失業給付を給付期間中同額払う方式からフロント
ローディング方式（給付の初期に給付水準を上げ，
その後給付水準を下げる方式；給付期間前半への傾
斜給付）に変更したことで，非就業期間は大幅に
短縮されたが，そのときにも再雇用所得は下がら
ず，むしろ上昇したことを示している 4）。長期化
の補償として再雇用後の所得上昇という便益が得
られる可能性である。  

一方で，これらとは異なり，失業期間の長期化
で再雇用時のジョブマッチングが悪化すると指摘
する研究もある。Schmieder, von Wachter and 
Bender（2016）は，1987-99 年のドイツにおいて
年齢で異なる給付期間が設定されていたことを用
いて，失業期間が長いほど再雇用にかかる期間は
長くなること，同時に，再雇用賃金も減少してし
まうことを示している。日本についても Kohara, 
Sasaki and Machikita（2013）が，雇用保険と失
業給付の業務統計を雇用保険番号で接続した行政
データを用いて，失業給付の受給により失業期間
が長くなると同時に，再就職後の定着率も下がる
ことを示している。 

このように，失業期間と再雇用後のジョブマッ
チングについては必ずしも一致した見解が得られ
ているわけではない。今後さらなる分析結果の蓄
積が必要であろう。そして，分析結果を解釈する
際には「異質性の存在」に注意する必要がある。
先に見た駆け込み就業の存在や，失業期間と再雇
用後のジョブマッチングの関係は，失業期間の経
過に伴い求職者の属性が変わることや，同じ求職
者の行動が失業期間の経過とともに変わることと
強く関係している。次節では，求職期間中の求職
行動の変化について先行研究を整理したい。
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この節の最後に，失業給付の影響と景気の関
係について補足しておこう。失業給付が与える
負の影響については景気によってもその様子は
異なる（表１の最右列に先行研究の結果がまとめら
れている）。Card et al.（2015）は，米国ミズーリ
州の 2003-2013 年のデータを用いて，給付水準が
高くなった時に受給期間，そして失業期間が増
加する様子が 2009 年の不況期に大きくなったと
している。一方，Kroft and Notowidigdo（2016）
は， 米 国 の 1985-2000 年 の Survey of Income 
and Program Participation を用いて，失業給付
水準が高くなると就業確率が低くなる様子は不況
期に小さくなることを示している。一方で，景気
は関係がないという報告もある。失業給付の影響
を直接見たものではないが，Herz（2019）は前職
で身に着けた企業（または産業や職業）特殊人的
資本の存在に注目し，求職者は前職と似た仕事
が見つかるまで再就職の機会を待つ可能性を指
摘し，実際に米国の Current Population Survey 
Displaced Worker Supplement を用いて，特に
不況時にはそのような職業が見つからないため
に失業期間に失業給付が反応しにくくなると説
明している。景気に左右されないことは，Ⅲで
紹介したマクロ全体の失業率に与える影響を見
る場合には特に得られているようである（Farber, 
Rothstein and Valletta（2015）など）。景気との関
係は，国や時代によっても異なるのかもしれな
い。今後分析の蓄積が必要であろう。 

Ⅴ　失業給付が就職やその後の就業状況
に影響を与える背景

失業給付が就職率や再就職後のマッチングに影
響する背景には何があるのだろうか。まず考えら
れるのは，失業期間の経過に伴い失業プールに存
在する求職者のタイプが変わっていく可能性であ
る。失業期間の初期時点には多くの失業者が存在
するが，失業期間の経過に伴い失業プールを退出
し再就職してゆく。初期時点，或いは失業給付が
切れるよりも前の時点に存在した求職者と，失業
プールに長く残存する求職者，よって失業給付が
切れる（切れた）時点でも失業状態であり続ける

求職者で，属性が大きく異なるならば，失業給付
が求職インセンティブに与える影響や，その結果
として就職率や再就職後のマッチングに，差が見
られても不思議ではない。

このように属性タイプの異なる求職者が失業
プールに残存することだけが失業給付による負の
効果の背景にあるならば，そのような負の効果は
給付設計による因果効果とは必ずしも言えない。
給付制度が原因となって人の行動が変わっている
わけではないからだ。ただし，真の因果関係でな
くても異質性が存在している場合には，どのよう
な属性タイプの求職者が失業プールに残るのかを
明らかにすることが重要である。なぜなら，それ
によって望ましい制度設計の在り方が変わるから
である。たとえば，失業給付の初期時点に，給付
額に応じて留保賃金や求職の努力水準を大きく下
げない労働者が多いならば，先に述べた給付前半
への傾斜配布（フロントローディング）は求職意
欲を阻害しないという意味で望ましい。

もちろん，求職者のタイプが給付の初期時点と
経過後で異なることだけが背景にあるわけではな
い。次に考えられるのは，失業期間中に同一求職
者の求職行動が変わり，彼らの再就職率が変わる
可能性である。この場合には，失業給付の初期時
点とその後で再就職率が異なるように見えるので
はなく，実際に求職期間中に行動が変わっている
ことになる。たとえば，失業期間が長くなること
で，同一求職者の人的資本が劣化していく可能性
がある。またたとえば，失業期間が長くなること
で，それが負のシグナルとなって採用されにくく
なる可能性もあろう。

ただし，上述の「残存求職者の異質性の存在」
では給付による負の効果の特徴を説明し切れな
い。多くの先行研究で得られているのは給付終了
直前での駆け込み就職である。給付終了直前とそ
の少し前で求職者のタイプが大きく異なるとは考
えにくい。また，「人的資本の劣化」「負のシグナ
リングの存在」は，失業期間が経過すればするほ
ど再就職率が低下することを説明するかもしれな
いが，給付が切れる直前に急激な再就職率の上昇

（スパイクの存在）はやはり説明できない。
それでは，給付設計が真の原因となり求職者の
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再就職インセンティブを変えてしまう可能性とは
何だろうか。行動経済学の分野における幾つかの
研究がその可能性に言及している。Della Vigna 
and Paserman（2005）は，双曲割引を取り入れ
たモデルにより，我慢強くない求職者が留保賃金
を簡単に下げてしまい，結果として就業確率が高
くなる効果と，求職期間中に求職の努力水準を下
げてしまい，結果として就業確率が低くなる効果
の両方を指摘する。これによると失業給付が存在
している間は後者が大きくなり就業確率が抑制さ
れ，給付の終了に伴い前者が大きくなり就業確率
が押し上げられることになる。Paserman（2008）
も双曲割引を取り入れたサーチモデルを使って給
付制度の影響の差を説明している。

Ganong and Noel（2019）は，現在バイアスを
モデルに入れることで，失業給付が切れた時の影
響を上手く説明できるとする。そして，米国にお
ける 2014-16 年の家計月次データを用いて，モデ
ルが示すように給付終了時に非耐久消費支出が大
きく減少することを確認している（失業給付が切
れた時の駆け込み就職の存在は必ずしも頑健には確
認できないが，現在バイアスが存在することを認め
るモデルの方が実際の再就職率の変化を上手く説明
できるとしている）。Della Vigna et al.（2017）は，
参照点依存型の効用関数を想定し，損失回避を取
り入れたサーチモデルを使って，2005 年にハン
ガリーの失業給付がフロントローディング型に変
わった際に，サーチの努力水準，よって再就職率
は失業給付終了時に向かって高くなり，その後減
少したことを説明している。この分析において
は，参照点を直前の所得水準としている。参照点
依存型の効用と損失回避を取り入れていない場合
には，失業給付が切れた後はサーチの努力水準は
一定となるはずであるので，実際のデータが示す
結果と合致しない。

失業期間中に求職者の何がどのように変わって
いっているかを明らかにすることは今後検証され
るべき課題であろう。これがわかれば失業給付の
制度設計の在り方を議論できる。国や地域，経済
状況によって異なる可能性に注意しながら，求職
者の行動を追跡したデータを用いた分析が求めら
れている。

Ⅵ　失業給付がより広義の厚生に与える
影響──失業者のメンタルヘルス

近年の分析には，より広義の厚生を捉えるもの
として，失業者のメンタルヘルスについて議論す
るものも増えている。表 2 にこれらの研究の一部
をまとめている。大まかに言って失業は就業者よ
りも，そして非労働力状態の者よりもメンタルヘ
ルスの状態が悪いこと，ただし，自分だけでなく
周りにも失業している者が相対的に多い場合，た
とえば地域の失業率が高い場合には，その負の影
響が小さいことが示されている。雇用保険との
関係に直接言及した研究では Sjöberg（2010）が，
失業給付の存在により失業者だけでなく就業者に
ついても主観的厚生が高まる可能性があることを
指摘している。

求職中の失業者のメンタルヘルスの向上は，就
職支援をする際にも欠かせない。前節までに着目
してきた求職者の再就職インセンティブは，求職
者のメンタルヘルスの状態とも大きく関わると考
えられる。また，失業給付の効果の異質性は，求
職者のメンタルヘルスの状態とも強く関係してい
るだろう。長期間失業状態から抜け出せない求職
者においてメンタルヘルスも悪くなりやすい可能
性もある。今後は，失業期間中のメンタルヘルス
の状態の変化や，それを通じて再就職に与える影
響についても検証が必要だろう。失業給付の存在
は，求職者のメンタルヘルスの悪化を緩和するこ
とで再就職インセンティブを支えているかもしれ
ない。

Ⅶ　失業給付の在り方を考える上で不可
欠な「行政データ」と「求職者実験」
の利用

本稿では，失業給付が失業者の求職行動に与え
る影響に関して，先進国での研究成果をサーベイ
してきた。もう一度全体を見返すと行政データを
用いた分析がほとんどであることに気づく。加え
て，他分野と同様に，実験の枠組みで因果効果を
分析した成果が増えている。とくに，教室やオ
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ンライン上で行われる被験者を募った実験ではな
く，実際に失業し求職活動を行っている者が集ま
る場所，具体的には実在の就職支援機関での実験
が実施されている。この節ではこれらの求職実験
研究を紹介したい。なお，求職実験は，就職支援
に関するカウンセリングの方法や就職目標の設定
など，就職支援方法の中身に関する実験を行った
研究が多い。ここでは，失業給付そのものや給付
期間（失業期間）中の求職インセンティブの与え
方に関する求職実験に限定して紹介する。

Altmann et al.（2018）は，ドイツでランダム
化比較試験を行い，その成果を行政データで確認
することにより，就業インセンティブを高める
ような一般的な労働情報（労働市場の状況や，失
業期間が長くなることで望ましくない結果が生じる

可能性，社会とつながる重要性など）を詳細に伝え
られた求職者は，１年後の雇用日数が多く，所得
が高いことを示している。とくに長期失業者で，
この情報提供効果が大きい。Belot, Kircher and 
Muller（2019）は，英国において，同様の情報提
供を含む就業アドバイスをオンラインで行い，ア
ドバイスを受けた求職者の求職範囲が拡大し，採
用面接を受ける確率が高まることを示している。
Bolhaar, Ketel and van der Klaauw（2019）はオ
ランダで 2011 年に行われた求職者実験について，
失業期間中に与えられる補助金を受け取る前に強
制的に求職期間を設けられた求職者が，半年後
フルタイム労働者として雇用される確率が高くな
ることを示している 5）。Crépon et al.（2013）は，
若年失業者向け就業サポートについて，長期カ

表２　失業と広義の厚生（メンタルヘルスや幸福度）の関係

先行研究 対象国とデータ，分析手法 注目する厚生指標 主要結果

Paul and 
Moser

（2009）

237 本のクロスセクションデータを使っ
た研究と，87 本のパネルデータを使っ
た研究のメタ分析。

様々なメンタルヘルスの
指標

失業がメンタルヘルスの悪化に影響を与えるこ
とを確認。失業者ではとくに鬱の症状が多い。
現業職の者や長期失業者で深刻。就業を促進す
る介入プログラムが一定の効果を持つ。

Knabe 
and Rätzel

（2011）

ドイツ，German Socio-Economic Panel
（GSOEP），1992-2006 年，パネル分析
（誤差のうち個人の項は確率変数，時間
の項は非確率変数として捉えた混合型）
を利用した順序プロビットモデルの推
定。

生活満足度 変動所得と恒常所得の変化（金銭的コスト）を
捉えた上で，失業による非金銭的なコストを捉
えている。男性が失業した時の非金銭的なコス
ト（心理的ダメージ）は女性よりもずっと大き
い。

Hetschko et 
al.（2014）

ド イ ツ，GSOEP，1984-2010 年， 失 業
と定年退職前後の識別を用いた DID 分
析。

主観的幸福度 定年前の者と比べて，定年後の失業者は幸
福度が大きく高まる。社会規範違反（Norm 
deviance）とアイデンティティロス（identity 
loss）が失業による幸福度低下の原因と説明。 

Clark（2003） 英 国，Brit ish Household Panel 
Survey，第 1-7 回，周囲の失業状態を
取り入れて，固定効果ロジットモデル，
あるいは順序ロジットモデルで推定。

GHQ-12 で測られる幸福
度

周囲（reference group）の失業が失業者の幸
福度に与える影響を捉えた分析に注目。周りの
人の失業は，失業者とくに男性失業者の幸福度
に正の影響を与えることを確認。

Kunze and 
Suppa（2017）

ドイツ，GSOEP，1999・2000 年を除く
1991-2011 年，工場閉鎖を外生ショック
として利用した固定効果モデルの分析。

６つの社会活動への参加
頻度 

工場閉鎖に伴う失職により，失職者は，文化イ
ベントへの参加や映画鑑賞といった活動を減ら
し，集会への参加や友人の手助けなど社会活動
を増やす。

Sjöberg
（2010）

ヨ ー ロ ッ パ 21 カ 国，European Social 
Survey，2004-05 年，マルチレベルモ
デルの分析

生活満足度と WHO-5 失業保険は失業者の幸福度を高めるだけでな
く，失業保険の資格を持つ就業者の幸福度を高
める。後者の正の影響は就業者の仕事が不安定
であればあるほど大きい。

Green（2011） オ ー ス ト ラ リ ア，Household, Income 
and Labor Dynamics in Australia 
Survey（HILDA）， 第 1-7 回， 固 定 効
果モデルと変量効果モデルによる分析。

生活満足度とメンタルヘ
ルススコア

失業と仕事の不安定さは生活満足度とメンタル
ヘルスに負の影響を与える。ただし，エンプロ
イアビリティー（雇用される力）が高ければそ
れらの負の影響を軽減できる。
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ウンセリングにより就業率が上昇すること（ただ
し，カウンセリングを受けなかった人では低下して
しまうことで全体のサポート効果は小さいこと）を
示している。

これらの実験に関して特筆すべき点は，実在す
る就職支援機関で実際の求職者を対象に実験が行
われていることである。就職支援機関は失業給付
の申請や実際の受給手続きを行う機関であること
も多く，実験対象者が失業給付を受給している，
或いは過去に受給していた場合が多い。また，給
付を受け取るためには積極的に職探しをしている
ことが求められ，それらの機関ではカウンセリン
グサービスが提供されたり，就業を促進するため
の情報が提供される。よって，これらの就業促進
プログラムの効果検証は，失業給付受給者を対象
に行われることが多い。この意味で，求職実験の
成果の蓄積は，失業給付制度の在り方を考える上
でも重要となる。

第一著者は，日本の就業支援機関でいくつか
の効果検証を行ってきた。大阪わかものハロー
ワークで行った若年失業者向けの就業促進プロ
グラムでは，プログラム期間中に失業者の就業意
欲だけでなくメンタルヘルスが向上することが示
されている（黒川・小原 2018；塗師本・小原・黒川 
2020）。また，大阪市にある公的就業支援施設に
おいて就業に関する情報提供に関するランダム化
比較試験を行ったところ，情報提供を受けた求職
者の就職範囲が広がったこと，すなわち求職者の
職域拡大が見られたことを確認した（中山・小原 
2020）。失業給付を受給する求職者に対してどの
ような支援をすれば就業率が高まるかを検証する
ことは今後重要となろう。

日本での求職実験が，海外で行われている研究
と大きく異なる点は，実験対象の規模が桁違いに
小さいことと，実験における効果検証の成果とし
て，失業者の行動を行政データから補足できてい
ないことにある。現在様々な分野で行政データの
利用が進められているが，実は，雇用保険の効果
検証こそ行政データの利用が大きな意味を持つ。
行政データなら失業から就業までを捉えられる可
能性が高いからである。行政データでなくてはな
らない理由は，就業には時間がかかるため標本調

査として求職者を追跡できず，脱落の問題が甚大
になるからである。実在する就業支援機関であっ
ても（それが公的機関であれ民間機関であれ）求職
者を就業するまで自らの支援の届く範囲に留めて
おくことは難しい。求職者は就業が決まるまでそ
の支援機関に通う必要もなければ，就職決定の報
告をする義務もないからである。つまり，実在す
る就職支援機関で実験が可能となったとしても，
そこで捉えた対象を標本として追跡し，就職状況
あるいは再就職後の就業状況を把握することは極
めて難しい。雇用保険業務の登録情報として就
職，離職，失業の状況が把握できる行政データが
必要不可欠であるのはこのためである。雇用保険
業務や就業支援の行政データは，様々な雇用政策
の効果を計測するための統計的証拠として極めて
価値の高い情報である。

今後はこれらの行政データを用いた雇用保険の
効果分析が必要不可欠である。ただし，これらの
貴重な情報が利用できたとしても，分析にあたっ
ては実験設定を含む分析方法や，分析結果の解釈
には十分気を付ける必要がある。個人情報の保護
に気を付けることは当然であるが，それ以上に注
意が必要なのは，就業支援機関で捉えられる失業
者の母集団が，その他の失業母集団とは異なる可
能性を考慮することである。たとえば公的な就業
支援機関であれば，雇用保険の資格を持った人が
多く集まる。同時に，多くの場合無料の公的就職
支援機関に支援を求める求職者は就業困難者の可
能性もある。本稿で見てきた通り，雇用保険の効
果には求職者の特性による異質性があり，とくに
制度の影響の受けやすさは就業困難性により異な
る可能性がある。効果検証の対象母集団がどのよ
うな特性を持ったグループであるかを確認しなが
ら，それに合った分析手法や実験の工夫が必要と
なる。データがあるだけでは十分な効果検証にな
らない。分析対象を把握した分析が求められてい
る。 

Ⅷ　お わ り に   

本稿では，失業給付の受給により，求職者の再
就職インセンティブが阻害される可能性につい
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て，近年の実証分析の結果を中心に整理してき
た。はじめに，失業給付の受給という事実によっ
て受給者の失業確率は低下してしまうのか，失業
期間が延びてしまうのかについてサーベイした。
多くの研究の成果は失業給付によるこの負の効果
の存在を確認していることがわかった。しかしな
がら，負の影響そのものが悪いわけではなかっ
た。より長期的な効果検証をした分析をサーベイ
したところ，再就職後の賃金や定着率は必ずしも
下がるわけではないことがわかった。制度設計に
関してより重要なのは，受給という事実により，
なぜ失業率が下がるように見えるのか，なぜ求職
の努力水準が下がってしまうのか，それがどのよ
うなタイプの者に起きやすいのかを明らかににす
ることであった。近年の研究によれば，失業期間
の初期時点とその後で失業者のタイプが異なる可
能性だけでなく，同じ失業者であっても現在バイ
アスや損失回避を持つことで給付終了に反応しや
すい可能性が指摘されている。今後は各国の失
業者の求職行動について，背景にある特徴をデー
タ解析により明らかにする必要があるだろう。そ
の際に，就職支援機関における実際の求職者を対
象とした求職実験による効果検証が必要であるこ
と，検証のためにも再就職の状況を捕捉した行政
データの利用が強く求められていることが指摘さ
れた。

失業給付は失業者の生活を支える重要な収入源
である。この収入により受給者の就職が抑制され
るとしても生活が支えられればよいという意見も
ある。また，受給者の就業が抑制されても，非受
給者の就職が促進されるならば経済全体に大きな
影響を与えるわけではないという意見もある。し
かしながら，失業給付は雇用保険支払いの結果で
あり一般的な失業者の生活補助の政策と同じでは
ない。雇用保険が存在することで，安心して再就
職に臨むことができることは決して悪いことでは
ないのに，結果として失業者本人の厚生が下がっ
てしまうのであれば，言い換えれば，求職者が望
んでいない結果がもたらされてしまうのであれ
ば，制度設計には十分に注意が必要となる。より
良い制度設計のためにも，実態の把握ができる統
計的証拠の積み上げが必要だろう。

 1）ここでは「失業期間」という言葉を使っているが，先行研
究においては使用データにより非就業期間や失業給付受給期
間など様々に定義される。Card, Chetty and Weber（2007）
が言うように，失業期間中の各時点における失業からの退出
確率は失業期間の計測方法により変わり得る。先行研究には，
異なる形で失業期間を定義しても結果は変わらないことを確
認するものもある。

 2）給付制度の存在により最適な行動に駆り立てるインセンテ
ィブが阻害されてしまうという意味でモラルハザード費用と
呼ばれ分析されることが多い。雇用保険のモラルハザードと
言えば，雇用保険が存在していることで就業している者が失
業状態となりやすい（失業状態になることを受け入れやすい）
ことを指すが，失業給付が存在していることで失業状態から
抜け出しにくくなることも広くこの問題として捉えられてい
る。

 3）ただし，失業給付の影響に関しては，非受給者の行動には
影響はないとする研究成果もある。アメリカにおいて 2011
年の失業給付期間短縮の影響を分析した Johnston and Mas

（2018）は，失業給付の短縮の影響で，失業期間を含む非就業
期間が短くなったことを示し，結果に基づくシミュレーショ
ンから非受給者への影響の伝播は無かったと結論している。
実証分析による結果の蓄積が必要とされるところである。

 4）フロントローディング方式についてはさらなる検証が必要
である。Kolsrud et al.（2018）は 1999-2007 年のスウェーデ
ンの行政データを用いて，Johnston and Mas（2018）は米国
のデータを用いて，失業給付による就業阻害効果は失業期間
の初期段階でも大きいことを示している。傾斜給付方式によ
り就業押上げ効果が期待できるかどうかは各国で異なるだろ
う。さらなる統計検証が必要である。

5）失業補助の前に「求職期間」を設けさせるとは，失業補助の
開始時期を遅らせて求職活動をさせるという意味で失業給付
の設計に大きくかかわる。よって，表１にもこの実験結果を
掲載した。
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